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要旨 

ＳＣＭは企業の経営管理手法として広く認知されている。しかし、現実には、商取引を行なう二社間の協業関

係が未成熟であるために、ＳＣＭの主要な課題とされる企業間の情報共有さえも進展しない状況にある。真にＳ

ＣＭを成功させたい企業は、「事業目標、データ、プロセス、そして知識を含む広義の情報共有」に踏み込むべ

きである。このような広義の情報共有は、組織間学習による相互の企業イノベーションをもたらす。この企業イノベ

ーションの連鎖こそが、ＳＣＭにおける情報共有の意義なのである。 

 

Abstract 

SCＭ is widely recognized as the management technique for carrying out the innovation of the 

company. However, the information sharing between two companies does not spread because the 

business partnership is immature.  

Information, especially including a business strategy and goal, data, business process, and 

knowledge, brings a company a success of SCM. Such information sharing also drives the business 

innovation by organizational learning. It is just the meaning of SCM that this business innovation chain is 

brought by sharing information and knowledge. 

 

 

１．はじめに 

サプライチェーン･マネジメント（以下、ＳＣＭ）は企業

収益を改善する経営管理手法として、産業界に広く認

知されている。ＳＣＭでは、高度な情報技術を適用し、

需要予測・在庫・生産計画などの諸情報を企業間で共

有することが、在庫極小化や物流効率化に繋がるとされ

ている。しかしながら、実際の企業間取引を見ると、ＳＣ

Ｍに必要とされる情報共有が、十分進展しているとは言

い難い。その理由は、サプライチェーンの最小構成単位

である二つの企業間の連携が不十分であるからである。 

利益を追求する自律した企業が、自社の重要な経営

資源である情報を、取引先企業に対して開示するため

には、高度な経営判断が要求される。情報開示に際し

て、相応の効果が予見されなければ、取引先への情報

開示には踏み込めない。また、相応の効果が見込める

としても、情報の機密性が担保され得る信頼関係が無け

れば、情報を開示することは出来ない。このように、一般

的なＳＣＭの目的や情報共有の必要性は認めながらも、

それを自社が関連するサプライチェーンに置き換えて

みた時に、情報開示にまつわるリスクや情報化投資に

見合うだけの、具体的な効果が見えにくいために、実行

を逡巡する企業が少なくない。 

しかし、取引先との関係を改善し情報共有を果たして、

ＳＣＭの最適化へ踏み出した企業もあり、そこにはＳＣＭ

進展の鍵となる要因が隠されているはずである。本稿で

は、このような問題意識のもと、ＳＣＭの最小構成単位で

ある「二企業間の取引関係の改善」に着目し、先行研究

のレビューと事例研究を通じてＳＣＭにおける情報共有

の意義を探る。 

 

２．サプライチェーンにおける企業間連携 

（１）ＳＣＭの目的と領域 

ＳＣＭは在庫投資の削減、顧客サービスの強化を通

じてサプライチェーンの競争優位性確立を目的とした、

一つの経営管理手法である。複数企業から構成される

サプライチェーンでは、それぞれの組織が見込みで生
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産し調達を行なうため、各段階で在庫が偏在し、実需要

に比べ過剰な在庫を保有する結果となる。実需要に基

づいて生産し供給するためには、生産数量を決める生

産者側と、需要情報を持つ販売側が情報を共有するこ

とが必須となることから、ＳＣＭの主要な課題は需要と供

給との調整に関わる情報を共有することとされる。 

ＳＣＭが対象とする領域は、サプライヤーとバイヤー、

卸企業と小売企業といった①二社間の取引関係から、

②サプライヤーから顧客までの企業チェーン、③多様な

サプライヤーと多様な顧客から構成されるネットワーク、

がある。分業化の進む産業構造では、特に③企業ネット

ワークのマネジメントが重要である[１]。しかし、企業チェ

ーンやネットワークを構成する最小の単位は、①の二企

業間の関係にある。このように、二企業間の関係改善は

ＳＣＭの出発点である。 

 

（２）ＳＣＭと企業間連携 

環境変化・複雑化の激しい産業構造では、サプライ

チェーンを構成する諸企業が協力し連携し合って効率

的なシステムを形成することが重要である[2]。特に、分

業化が進む産業構造においては、企業は自社のコア･

コンピタンスに経営資源を集中するため、逆に不足する

経営資源を企業間連携によって補う必要がある。自動

車産業における完成車メーカーのように強力なリーダー

企業が存在する場合は別にして、分業が進んだ産業で

はＳＣＭのために自律した企業同士が提携関係を構築

することは必ずしも容易ではない。 

サプライチェーンの理論では、自己の利益を追求す

るだけではなく、取引先企業との関係を協調的なものに

変えることで、高付加価値化と全体的なコストダウンを実

現できる、とされる。しかし、自己の利益を最大化するこ

とが、通常の企業の価値観である。サプライチェーン上

で取引のある二つの組織は、自己の利益を追求した敵

対的関係と、全体的な利益を重視した協調的関係という

両面の狭間に陥ることになる[3]。この点が、ＳＣＭの一

般的な認識と、現実の企業行動とのギャップを生む要因

となっている。 

このようにＳＣＭでは、企業間の協調行動、企業間の

連結をいかに形成するかが課題となっている。 

 

 

 

（３）製販パートナーシップ 

ＳＣＭに関係した企業間連携の研究は、小売企業と

製造企業との製販パートナーシップに見ることができる。

製販パートナーシップは小売企業のパワー増大と、製

造企業が主導権を握るチャネル政策の限界から生まれ

た。製販パートナーシップにおける企業間提携の目的

はコストリーダーシップと差別化による競争優位性の獲

得であり、その領域は物流と商品開発での提携が中心

的課題である[4]。 

一方、製販パートナーシップでは組織間のシナジー

効果も見られる。例えば、コンビニエンスストアと仕入先

との戦略提携では、「製造企業の専門的情報」と「小売

企業の多様な情報」との、シナジー効果が見られるとい

う[5]。製造企業が持つ生産技術への認識と、小売企業

が持つ市場への認識との交流が、双方にとって新たな

創造的活動をもたらすとの見解もある[6]。このように製

販パートナーシップは、コストリーダーシップや他社との

差別化による競争優位性を獲得するため、物流・商品

開発の提携から開始される。そして、その優位性を進化

させ維持するために、組織間のシナジー効果が重要と

されている。 

ＳＣＭの実現には、いかにサプライチェーンを形成す

る組織同士の能力を連結させ、進化させるかが重要な

鍵となる。その際、単に組織が協力しあうだけではなく、

能動的に構成組織の能力を引き出し、連結することが

求められる。 

 

３．伊勢丹とアパレルとのコラボレーション取引 

 ＳＣＭの最小構成単位である「二企業間の取引関係の

改善」を果たした事例として、伊勢丹が導入した「コラボ

レーション取引」を採り上げる。 

 

（１）経営革新を実現するＳＣＭ 

㈱伊勢丹は、創業 120 年の歴史を持つ都市型百貨

店である。東京都新宿区に旗艦店である本店を、立川

など首都圏に 6 支店、さらに静岡・新潟・京都にグルー

プ企業の店舗を有している。業界内で「ファッションの伊

勢丹」と称されるなど、衣料品部門に伝統的な強みを持

つ。同社の連結売上高は 6,019億円（03年 3月期）であ

る。百貨店業界では売上高で業界４位であるものの、経

常利益は 171 億円（同）と、競合他社と比べて良好な利

益体質を誇っている。また、伊勢丹は商品の共同開発・
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共同仕入機構である、ＡＤＯグループの代表総合幹事

会社を務めている。なお、ＡＤＯグループ[7]には 02年 3

月末時点で、全国３２社の百貨店が加盟しており、その

店舗数は７１店である。 

百貨店業界の中でも、同社は革新的企業という評価

も高い。例えば、９9 年には「構造革新 3 ヶ年計画」を発

表したが、その具体的成果が出たと見るや、03 年には

新たに「価値創造３ヶ年計画」を発表し、連続的な経営

革新に取り組み始めた。03 年に発表した「価値創造３ヶ

年計画」では、「顧客満足を起点とする社内体制・業務

の流れの再構築」を基本方針に掲げている。特に、百貨

店事業の方向性として、(i)顧客を起点としたマーチャン

ダイジングの推進、(ii)仕入先との関係の改善、の２点を

挙げ、生産ロットの纏め・発注精度の向上によって「サプ

ライチェーン全体に影響力を保持する」ことを謳っている。

「コラボレーション取引」は売れ筋商品の確保、オリジナ

ル商品の開発、期中生産の適正化によって、ＳＣＭの実

効性を高める手段として採り上げられている[8]。 

 

（２）返品と販売機会ロスの悪循環 

衣料品産業は素材製造から商品の企画・製造、販売

に至るまで多様な企業の分業によって成り立っている。

また、商品製造に要するリードタイムが数ヶ月に及ぶ場

合もある。このため、実需要と生産との調整を図り、顧客

ニーズに適合した商品を供給しつつ、各段階での在庫

を圧縮することが衣料品産業の課題となっている。とりわ

けサプライチェーンの最終工程に位置する百貨店等の

小売企業と、商品の企画・製造を担うアパレルメーカー

やアパレル卸（以下、アパレルと総称）との関係は、需給

調整機能を十分に果たすに至っていないことから、この

両者の関係を改善することが必要とされてきた。 

一般的に、衣料品の取引形態は、委託販売[9]・消化

仕入[10]と呼ばれる形態が多い。これらの取引形態では、

基本的に百貨店が商品の売れ残りリスクを取ることはな

く、店頭で売れ残った商品は、販売シーズンが終了す

れば仕入先であるアパレルに返品されることになる。こう

した返品商品の割合は衣料品部門の３割を占める、とも

言われている。 

また逆に、アパレルから百貨店の欲しい商品が納品

されないこともしばしばであった。例えば、好立地にある

本店クラスの店舗は集客力が高いため販売力があるの

で、アパレルは売れ筋商品をこのような優良店舗に優先

的に供給しようとする。一方、同じ百貨店であっても販売

力が相対的に低い店舗に対しては、百貨店が発注して

も売れ筋商品が納品されないことが起こる。こうした店舗

は、十分な品揃えができず、結果として収益も悪化する

という問題が生じていたのである。 

また、欠品に伴って来店した顧客が不満をきたすとい

う、深刻な問題も生じていた。このように、「返品を是認し

た取引の下では、百貨店が求める商品が安定的に供給

されない」という問題を解決する必要があり、百貨店とア

パレルとの間の取引の改善が求められていたのである。 

 

（３）コラボレーション取引が信頼関係を構築 

以上のような問題は、多くの百貨店において生じてい

た。日本百貨店協会と日本アパレル産業協会が合同で

実施した衣料品に関する調査によれば、店頭での品切

れによる販売機会ロスは、衣料品の総売上の 26％に達

していた。また、この販売機会ロスを売上金額に換算す

ると、年間 8,800億円にも達することが判った[11]。 

伊勢丹もいち早くこの問題に取り組み、独自の調査を

行った結果、自社店舗でも同程度の販売機会ロスが生

じていることを掴んでいた。 

この問題を解決するため、伊勢丹が活用した取引形

態が「コラボレーション取引」である。コラボレーション取

引とは、百貨店が一定の消化率を保証する代わりに、ア

パレルも百貨店に対する納品率を遵守することを事前

に契約で取り交わす取引形態である。コラボレーション

取引は、日本百貨店協会と日本アパレル産業協会が作

成したＦＢＡ（ファッション･ビジネス･アーキテクチャー）ビ

ジネスモデル[12]に準拠したものである。 

 

図表－１ コラボレーション取引とその背景 

6
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＊出典：参考文献［11］、著者にて一部補記 
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伊勢丹はこのコラボレーション取引に準拠し、自社の

事業形態に則した修正を施した上で、アパレルとの取

引に採用した。以下、FBA に規定するコラボレーション

取引について概説する。 

コラボレーション取引の第１フェーズは、百貨店とアパ

レルとの間で契約書を交わし、取引形態についての基

本合意を得るところから始まる。第 2 フェーズでは、総発

注金額、消化率・納品率などの業務目標水準、納品条

件、支払条件、マークダウンの権限など、十数項目に亘

るオペレーション条件を設定する。そして、第 3 フェーズ

では、百貨店がアイテム別週別の販売予測数量を、店

舗でのプロモーション計画を反映して作成し、アパレル

に提供する。さらにアパレルは、百貨店の販売計画に基

づいて生産計画を作成し、百貨店と協議する。こうした

手順を経て、百貨店が正式に初回発注を行い、アパレ

ルがその発注通りに商品を生産し、納品していく。期中

の変動に対しては、双方の担当者が調整をかけながら、

生産量と生産タイミングを調整する。販売シーズンの終

了時点で、当初契約通りの消化率に達しなければ、百

貨店はアパレルに対し相応分の金銭的補償を行なう。

逆に、百貨店の正式な発注に対し、アパレルから的確

に納品された割合を「納品率」として評価し、その納品

率が当初規定した条件を充足しなければ、アパレルか

ら百貨店へ相応分の補償を行なう。 

このようにコラボレーション取引では、百貨店がリスク

を負担すること、及びアパレルが商品を安定供給するこ

とを契約上で明確にした点が、従来の取引形態とは異

なる。 

 

図表―２ コラボレーション取引のプロセス 

フェーズ 内容

①基本合意 取引形態の契約書による合意形成

②ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ条件設定 十数項目の取引条件設定

③需要予測情報提供 SKU別週別販売予測数の提供

④計画発注事前設定 SKU別発注量の提示

⑤プロパー販売活動 計画に準拠し納品、需要予測の修正

⑥マークダウン販売活動 値下げ商品の協議

⑦期末処理業務 消化率の評価、残品処理、清算業務

＊出典：参考文献［1２］ 

 

（４）コラボレーション取引の効果 

 伊勢丹では独自にアレンジしたコラボレーション取引

を、01 年の秋冬シーズンから伊勢丹及びＡＤＯ各社に

導入し、その後、対象商品と対象アパレルを拡大してい

る。02年の春夏シーズンでは、婦人服以外のハンドバッ

クでもコラボレーション取引を導入した。初期の段階で

は、部分的であるが販売シーズン終了時に未消化の在

庫が発生し、伊勢丹からアパレルへの補償が発生した。

しかし、それ以降、未消化在庫は減り、契約した消化率

のラインをクリアーすることが出来ている。 

コラボレーション取引導入以前、販売シーズン終了後

の未消化在庫は約３割に達していたが、コラボレーショ

ン取引の導入によって未消化在庫は解消された。未消

化在庫が解消されたことにより、返品物流費も削減され

た。また、コラボレーション取引導入以前、アパレルから

の納期遅延に伴う販売機会ロスは、総販売量の３割弱

であった。コラボレーション取引導入後は、アパレルの

納期遅延はなくなり、アパレルに起因する販売機会ロス

は解消された。 

また、コラボレーション取引のもう一つの効果として期

中生産と期中企画が増えたことも挙げられる。販売シー

ズンの初期に生産する量を、当該販売シーズンで必要

とされる量の６割程度に抑え、期中での追加生産を増や

すことで、シーズン当初に大量ロットで生産する事で生

じる商品の売れ残りリスクを回避することができるように

なった。また、期中企画を導入することで、建値消化率

が上がり、利益率も向上するという成果が出ている。 

このように、常態化していた在庫ロスと販売機会ロス

はコラボレーション取引によって解消されていった。コラ

ボレーション取引は伊勢丹とアパレル双方の信頼感を

醸成し、サプライチェーンを構成する二企業間の情報

共有を実現した。販売計画・生産計画を共有することに

よって、売れ残りによる返品と在庫ロス、納期遅延による

販売機会ロスが減少するという効果が見られた。また、

期中生産・期中企画の割合が増え、建値消化率が向上

した。欠品を減らした事で、来店顧客の満足度を維持で

きたことも言うまでも無い。このように、コラボレーション取

引は、伊勢丹とアパレルという二社を中心とするサプライ

チェーン形成に貢献し、両社が情報共有によってＳＣＭ

の効果を実現する環境を作り上げたのである。 

 

（５）問題解決のための協動作業 

コラボレーション取引の導入は、伊勢丹とアパレル双

方ともに初めての経験であった。このため両社は、これ

まで以上に深いコミュニケーションを取りながら準備を進
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めていった。この過程で両社は、直面した数多くの問題

を解決して行った。 

 

①アパレルとの協動関係 

コラボレーション取引の導入は、伊勢丹婦人ユニット

部・展開各店舗・アパレルの三者が協働し、準備が進め

られた。婦人ユニット部は、担当商品のマーチャンダイ

ジングを統括する本社部門であり、担当商品の仕入と販

売を統括する。 

対象店舗は、伊勢丹が企画する「ユニットショップ」で

ある。この「ユニットショップ」は、伊勢丹支店およびＡＤ

Ｏグループ各店舗に展開されている。「ユニットショップ」

では、販売や仕入などの業務が全ての店舗で同じ方法

を採ることができるよう、オペレーションを標準化してい

る。 

アパレルは、伊勢丹向けに、商品企画、生産など業

務を高度化すべく対応した。 

この三組織による協働関係が、コラボレーション取引

を実施する上で障害となる事項を次々に解決していっ

たのである。伊勢丹は、この協働関係による検討過程で、

「アパレルの商品生産に関わる制約条件を緩和するた

めには、自社の業務改革が必要である」ことを認識し

た。 

 

②業務改革の推進 

第一の問題は、発注計画の精度をどう高めて行くか、

という点である。発注計画精度の向上は、在庫リスク回

避と機会ロス防止という目標達成のため最重要課題で

あることはいうまでもなく、ＳＣＭの効果を享受するため

の鍵である。伊勢丹は発注計画の精度を向上させるた

め、売り手中心の考え方から、顧客を起点とする業務の

あり方へと転換を図った。具体的には、伊勢丹が保有す

る顧客情報と単品情報とを組み合わせて、顧客特性・商

品特性を切り口に購買動向を分析し、発注計画を検討

する上での判断材料として提供するようにした。伊勢丹

が発行する会員カード「アイカード」には 100 万人以上

の会員が登録されている。この顧客情報という資産が、

伊勢丹の発注精度向上に貢献したのである。 

第二の問題は、生産ロットをどう引き上げるか、という

点である。ある一定の商品原価が維持可能な最少生産

ロットは、アパレルが持つ協力工場の柔軟性や原反の

調達力から規定される。コラボレーション取引が想定し

ている、きめ細かく販売計画を修正し期中生産を行なう

業務手順を遂行すると、自ずと生産ロットを縮小すること

が求められる。コラボレーション取引の前提として、この

両面を充足する適正な生産ロットを確保することが必要

となった。このため、伊勢丹は自社の店舗に加えて、Ａ

ＤＯグループの店舗を含めて２０店舗程度のユニットショ

ップで商品を展開し、商品生産ロットを引き上げる事を

目指したのである。 

第三の問題は、販売力の強化である。ユニットショッ

プでは、ショップコンセプト、商品展開、販売促進、発注

等のオペレーションを標準化した店舗形態を採っている。

婦人ユニット部はスーパーバイザーを派遣して、標準的

なオペレーション方法についてユニットショップへの指

導を行っている。逆に、婦人ユニット部から派遣されたス

ーパーバイザーは、販売の現場である店舗とのコミュニ

ケーションを通じて、店舗が抱える問題点や提案を「現

場の生の声」として把握できる様になった。こうして現場

から指摘された様々な問題点は、マーチャンダイジング

展開マニュアルや、販売リーダーズマニュアルなどのマ

ニュアルに落とし込まれ、店舗の運営ノウハウとして再度

現場に伝達され、オペレーションの精度を高めるために

役立っていった。 

 

③アパレルの革新 

協働作業はアパレルにも革新をもたらした。第一に、

見込み生産から受注生産への転換である。協働作業を

通じてアパレルは、伊勢丹が顧客情報分析の結果とリン

クして作成する発注計画を、従来の発注計画に比べて

精度が高く信頼性のある計画として、受け止めるように

なった。従来、アパレルは伊勢丹の発注計画を信頼性

の低いものと見ていたため、独自の需要予測により販売

シーズンの初期に大ロットの見込み生産を行っていた。

しかし、コラボレーション取引によって発注計画の精度

が高まることで、アパレルは伊勢丹の発注計画に適合

すべく必要な量だけ必要な時に生産すれば良く、より受

注生産に近い生産形態を取ることができるようになった。

また、商品生産に要する原糸や原反や副資材は、発注

計画に基づいて計画的に調達できるようになった。計画

的な調達は、調達価格と在庫ロスの低減をもたらした。

さらに納期の長い原糸や原反を、発注計画に基づいて

事前に調達することによって実質的な商品生産リードタ

イムを短縮することができるようになった。期中に行われ
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る小ロットの追加発注に対しては、従来はリスクも大きく

躊躇しがちであり納品率を悪化させる要因となっていた

が、コラボレーション取引では伊勢丹が消化率を保証す

ることから、期中に行われる小ロットの追加生産要請にも、

在庫リスクを負うことなく対応することが出来るようになっ

た。 

第二は、商品企画の革新である。伊勢丹が持つ顧客

情報は、購買特性や顧客属性の視点から分析され提供

されるが、このことはアパレルが顧客の視点から商品企

画を行なう上で、有益な情報を提供した。また、衣料品

に強い伊勢丹は、百貨店としての独自の販売ノウハウを

有している。例えば、伊勢丹の売場に即した固有の陳

列ノウハウ、VMD［13］と称される視覚的効果に訴求した

販売手法、店頭における接客技術、などである。このよ

うな伊勢丹が持つ様々な販売ノウハウは、伊勢丹との協

働作業を通じて知識としてアパレルと共有され、そのよう

な販売手法に適合した商品の企画ができるようになっ

た。 

 

４．伊勢丹の成功要因の考察 

伊勢丹とアパレルとの企業間関係が改善された要因

として、二つの点が指摘できる。第一の要因は、コラボレ

ーション取引の導入によってアパレルとの間に信頼関係

が醸成され、ＳＣＭに必要とされる情報共有が実現した

ことである。これによって、在庫ロスと販売機会ロスの抑

制に直接的な効果がもたらされた。 

もう一つの要因は、伊勢丹自らが業務改革を実施し

て、ＳＣＭ実現の障害となる諸問題を能動的に解決した

点にある。そして、この問題解決の場として、伊勢丹婦

人ユニット部・展開各店舗・アパレルで構成される協働

関係が有効に機能した。さらに、伊勢丹の経営陣がこの

業務改革を全面的に支持し、権限委譲を進めるなど、こ

の取り組みが経営層から十分なコミットメントを得ていた

ことも忘れてはならない。この第二点目の業務改革と協

働関係についてさらに考察する。 

 

（１）共有する情報の範囲 

伊勢丹の事例によると、組織間で共有された情報は、

コラボレーション取引に規定した販売・生産に関わる計

画・実績情報だけではない。それ以外にも、店舗の販売

活動、アパレルの生産活動をより効率的に、あるいは実

需要に同期的に遂行するために必要な諸情報も共有

の対象となっている。 

一般に企業が事業活動に利用する資産には「見える

資産」と「見えざる資産」がある。見えざる資産の本質は

情報であり、顧客の信用、技術力、生産ノウハウ、組織

風土や従業員のモラルなどを含む[14]。 

事実、伊勢丹においては、「機会ロスの抑制による顧

客満足度の向上」というコラボレーション取引の目標が、

伊勢丹の各店舗とアパレルとの間で共有されていた。ま

た、アパレルにとっての適正生産ロットと、その背景にあ

る様々な生産制約条件が、婦人ユニット部との間で共有

された。その結果、伊勢丹は、ＡＤＯグループ百貨店の

店舗を含めて商品を展開することによって、生産ロットを

アパレルにとって適正な水準まで纏める努力をした。さ

らにユニットショップでは、オペレーション標準を普及す

べく、店舗指導やマニュアル整備が徹底的に行なわれ

た。 

アパレルは伊勢丹が作成する発注計画が、顧客情報

の分析結果や販売手法に裏打ちさていることを理解し、

発注計画の精度の高さを認識した。そして、受注生産に

近い生産形態に切り替えた。期中の追加発注にも積極

に対応し、納品率の改善に努めた。また、伊勢丹が持

つ、売場陳列ノウハウ、店舗の視覚的販売手法、店頭

における接客技術に関する知識が共有されたが、アパ

レルはそれらの知識を活用して、伊勢丹の顧客や売場、

販売手法に適合した新たな商品を企画した。 

このように、伊勢丹とアパレルが持つ知識やノウハウ

は、協働作業を通じて組織間で共有され、アパレルの

生産革新、伊勢丹の業務革新をもたらす契機となった。 

 

図表-３ 協働関係で共有された情報 

伊勢丹本社
婦人ユニット部

伊勢丹本社
婦人ユニット部

ユニットショップ
（伊勢丹店舗
及びＡＤＯ店舗）

ユニットショップ
（伊勢丹店舗
及びＡＤＯ店舗）

アパレルアパレル

事業目標
販売計画・実績（＊）

生産計画・実績（＊）
適正生産ロット

オペレーション標準

店舗情報

納品

（＊）コラボレーション取引
　　　　で規定した情報

情報

モノ

【凡例】
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情報とは「ある意味を持って整理されたデータの集

合」である。一方、知識は「戦略的な意図を持って解釈

された情報の意味」とされる[15]。したがって、データを

整理して情報と成すためには、その意味を解釈できる知

識が無ければならない。販売計画や生産計画は整理さ

れたデータであるが、その意味を解釈するのは、生産に

対する知識であり、顧客に対する知識である。 

このように考えると、我々がＳＣＭにおいて「情報共

有」という時、単にデータの共有を指すのではなく「知識

を含めた広い概念」として情報の意味を捉える必要があ

る。 

 

（２）組織間学習とイノベーション 

異なる組織が持つ知識を連結することは、新たな事

業創造に繋がるとされる。それゆえ、知識は人・物・金に

次ぐ第四の経営資源であるとも言われる[16]。 

外部にある知識との連結は、企業イノベーションの源

泉でもある。知識を連結させた企業イノベーションは、外

部知識の内部化→知識の蓄積・醸成→革新的な商品

やサービスの外部への提供、というプロセスを経る[17]。

また、異質な知識の連結、つまり知識の相互作用を促

す状況が「場」である[18]。 

伊勢丹のケースにおいては、事業目標・生産制約・店

舗の現場情報などの知識が三者で共有され連結するこ

とによって、伊勢丹・アパレル・店舗の三者の間で「他社

の目から自社の業務を見直す」契機を得ることができた。

また、三者による協働プロジェクトは、異質な知識を連結

する「場」であった。 

とりわけ、アパレル産業のように分業化が進んだ産業

では、自社が持ち得る知識は限定されている。百貨店

が自社内に、アパレルが持つ卓越した生産技術や企画

ノウハウを持つことは難しい。逆にアパレルは百貨店が

持つ販売技術や顧客データベースを整備することはで

きない。このように、分業化が進む多くの産業において

は、ＳＣＭの実効を挙げるためにも、サプライチェーン構

成企業の知識を連結させる必要がある。 

ＳＣＭの効果は、在庫削減や顧客サービスの向上と

いった目に見える効果の他に、「異なる組織間の知

識を連結し、双方に事業イノベーションの機会を創出

すること」にある。特に分業の進む産業において、こ

のような組織間学習による事業イノベーションを志向

することが求められる。 

（３）知識共有を含む三層モデル 

米国では、ＶＩＣＳ[19]が消費財製造企業と小売企業

との製販パートナーシップのモデルであるＣＰＦＲを提唱

している[20]。ＣＰＦＲでは九つのステップで製販パート

ナーシップを構築していくが、最初の段階で事業目標を

共有し、次の段階で販売予測などのデータや、例外時

の対応など業務プロセスの共有を順次進めていくモデ

ルとなっている。 

伊勢丹の事例を通じた考察では、こうした事業目標の

共有、データとプロセスの共有によって、双方の緊密な

コミュニケーションが可能となり、さらにＳＣＭにインパクト

のある知識までも共有されている。たとえば、「価値創造

３ヶ年計画」の公表によって「顧客満足を起点とする社

内体制・業務の流れの再構築」という事業目標が広く共

有されていた。また、コラボレーション取引は、データ及

びプロセスの共有を可能とし、アパレルとの協働関係は、

相互の知識を連結させ伊勢丹の業務革新を後押しし

た。 

このような状況を概念的に表したものが、図表－４に

示す「情報共有の三層モデル」である。このモデルは、

従来のＳＣＭにおける情報共有の概念を補完するもの

であり、事業目標、データとプロセス、そして知識の３層

の共有が必要であることを表している。 

供給側の企業ネットワークは開発や生産などの機能を

有し、「もの作り」の知識を持つ。一方、顧客価値創出の

企業ネットワークは「顧客」の知識を活用して、需要を創

造する活動を行なう。二つの企業ネットワークは、それぞ

れが持つ知識を背景として事業目標、データとプロセス、

そして知識を連結させ、相互のネットワークに革新をもた

らす。 

図表－４ 情報共有の三層モデル 

「
顧

客

」
の
知

識

「
も

の
作

り

」
の
知

識 知識の共有知識の共有

データ・プロセスの共有データ・プロセスの共有

事業目標の共有事業目標の共有

＋

供給の
ネットワーク

顧客価値創出の
ネットワーク

＋
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ＳＣＭでは、組織間のプロセス統合が重視される。そ

して、組織間で統合されたプロセスには情報の共有が

求められる[21]。ＳＣＭで統合の対象となるプロセスは、

当該サプライチェーンが置かれた環境によって決定され

る。組織間で共有される情報も、統合されるプロセスによ

って異なる。統合対象となるプロセスが、需給管理プロ

セスであれば、双方の組織は販売・生産・在庫に関わる

計画・実績情報を共有して需給管理プロセスを効果的

に運用する。しかし、これらの情報はＳＣＭの運用に供さ

れる情報であっても、組織間の連携を促してサプライチ

ェーンを新たに形成し、革新することに貢献する情報で

はない。サプライチェーンの革新をもたらす情報とは、

本論で主張するように、組織の相互作用によって、サプ

ライチェーンを形成しようとする双方の組織にイノベーシ

ョンをもたらす情報でなくてはならない。 

組織におけるイノベーションは知識の連結によっても

たらされる。ＳＣＭの実現過程において、統合するプロ

セスに供する情報の共有だけではなく、双方の組織がイ

ノベーションを誘発できるように、知識をも含む情報を開

示し、共有することが求められる。ＳＣＭの推進に着手し

ようとする企業は、知識を含む広範な情報を開示し、知

識を連結する協働作業を通じて、自社のイノベーション

効果が獲得できることを認識する必要がある。 

 

５．結語 

ＳＣＭの最小構成要素である二企業間の関係改善を

果たした事例から、知識共有を含む深い協働作業を行

なうことが、サプライチェーンの革新に寄与することが判

った。従来から言われるＳＣＭにおける情報共有は、事

業目標、データ、プロセス、知識を含む広義の概念

として捉える事が望ましい。このような広義の情報

共有は、組織間のコミュニケーションと学習、それ

による企業イノベーションをもたらす。 

顧客サービス向上による差別化効果や、在庫削減

および物流費削減などの財務的効果に加え、サプラ

イチェーン上の企業が相互にイノベーションを果た

すこともまた、ＳＣＭの重要な効果であることが、

本事例研究から判明した。この、人と組織が協働す

る企業イノベーションの連鎖こそが、ＳＣＭにおけ

る情報共有の意義なのである。 
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